






　 本 論 文 で は 地 域 間 競 争 を 活 用 す る 事 で 国、 地 方、 住 民 の 三 者 す べ て の 満 足 度 を
あ げ る よ う な 政 策 を 考 案 し、 都 市 だ け に 勢 い が 集 ま ら な い、 国 土 全 体 を も っ と 元
気 に す る た め の 地 方 活 性 化 を 図 る こ と を 目 的 と す る。
1. 国内都市人口集中の現状・問題
　2016 年、 転 入 超 過、 転 出 超 過 と な っ て い る の は そ れ ぞ れ 7 都 府 県、40 道 府 県
で あ る
1
。 三 大 都 市 圏 以 外 の 都 市 圏 に お い て も、 都 市 部 へ 人 口 が 集 中
2
し て お り、
東 京 一 極 集 中 と 併 せ て 都 市 ご と に 小 規 模 な 一 極 集 中 の 動 き が あ る。
　 転 入 超 過 の 地 域 で は、 交 通 混 雑 や 大 気 汚 染、 水 質 汚 濁 等 の 集 積 し た 企 業 ・ 人 に
よ る 外 部 不 経 済 が あ る に も 関 わ ら ず、 本 社 機 能 の 多 い 東 京 に 税 金 が 集 ま る 税 制 や
都 市 の ブ ラ ン ド 力、 学 校 の 数 等 が 起 因 し て 他 国 と 比 べ て も か な り の 転 入 超 過 が 起
き て い る
3
。
　 転 出 超 過 の 地 域 は 自 主 財 源 に 乏 し く 脆 弱 な 費 用 構 造 に な っ て い る た め 国 か ら の
多 大 な 資 金 援 助 を 受 け て い て、 今 後 の 高 齢 化 の 進 展 に よ り 国 へ の 依 存 度 が 更 に 高







    
2. 国内都市人口集中に対する政府の対応
　1962 年 ~1998 年 の 5 次 に わ た る 全 国 総 合 開 発 計 画 に お い て 「国 土 の 均 衡 あ る
1　総務省統計局 ,2016
2　総務省 ,2016
3　参考 : 内閣府 2014,「東京一極集中是正について」
4　総務省地域力創造グループ過疎対策室 ,2015 
5　国土交通省「過疎集落の現状と今後の取り組みについて」
6　内閣府 HP: 選択する未来 : ー人口推計から見えてくる未来像ーー「選択する未来」委員会報告
　  解説・資料集 - 第 3 章人口・経済・地域社会をめぐる現状と課題
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発 展」 が 共 通 し た テ ー マ だ っ た。 そ の 後、 地 域 の 自 主 性 に 基 づ く、 地 方 の 主 導 の
「第 一 次 ・ 第 二 次 国 土 形 成 計 画」 が 続 く。
　 国 土 交 通 省 （2014） は、 現 在 の 人 口 減 少 下 に お い て 各 種 サ ー ビ ス を 効 率 的 に
提 供 す る に は 生 活 圏 の “ コ ン パ ク ト 化 ” が 必 要 不 可 欠、且 つ そ れ ら の “ ネ ッ ト ワ ー
ク 化 ” を 推 進 す る 事 に よ り 各 種 の 都 市 機 能 に 応 じ た 圏 域 人 口 を 確 保 し て よ り 高 次
の サ ー ビ ス を 生 み 出 す 必 要 が あ る と し て い る
7
。
　 地 方 創 生 版 「3 本 の 矢」 は、 地 方 独 自 の 色 を 出 し て 成 長 し て い け る よ う な 支 援
の 充 実 を 図 っ て い る
8
。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
3. 政策の批判的検討
　 国 に 対 す る 政 策 を 見 る と、 全 総 計 画 の テ ー マ 「国 土 の 均 衡 あ る 発 展」 が、 画 一
的 な 資 源 配 分 や 各 地 域 の 個 性 の 喪 失 を 招 い た と の 評 価 が あ る
9
。 そ の テ ー マ の 下、
必 要 性 の 乏 し い 地 方 の 公 共 事 業 に 膨 大 な 予 算 が 割 か れ て い た か ら で あ る。 現 在 の
国 土 計 画 で は 「コ ン パ ク ト + ネ ッ ト ワ ー ク」 を 推 進 し て い る が、 既 に 交 通 機 関 は
各 所 に 存 在 し て お り、固 定 費 用 が 高 い こ と と 相 ま っ て 自 然 と ネ ッ ト ワ ー ク （交 通）
が 充 実 し た 利 便 性 の 高 い 土 地 に コ ン パ ク ト シ テ ィ が 形 成 さ れ る 可 能 性 も あ る。 そ
う な る と 日 本 は 再 び 国 が 主 導 す る 分 散 構 造 を 持 つ こ と に な る。
　 そ し て こ れ ま で の 地 方 分 散 に 関 し て は、 集 積 が 進 ん だ 都 市 で 集 積 の 不 利 益 が 生
じ て い た 故、 国 が 主 体 と な っ て 推 進 し て き た。 し か し 過 去 の 政 策 を 見 る 限 り、 都
市 で 発 生 し て い る 外 部 不 経 済
10
に 焦 点 を 当 て、 そ の 社 会 的 費 用 を 住 民 に 負 担 さ せ
る よ う な 経 済 的 な 観 点 の 取 り 組 み は ほ ぼ 見 当 た ら な い
11
。
　 地 方 に 対 す る 政 策 に 関 し て は、 地 域 主 体 で 作 る 政 策 の 実 行 に あ た り 国 が 多 方 面
か ら 支 援 す る 旨 を 定 め た も の が 多 い。 し か し、 実 行 に 至 る に は 国 の 認 定 を 必 要 と
し て い る た め、 国 の 考 え が 固 定 す る と、 同 時 に 地 方 で 行 わ れ る 事 業 も 固 定 化 し、
将 来 的 に 国 の 好 み に 偏 っ た 画 一 的 な 地 方 が 増 え る 可 能 性 も あ る。
　 仮 に 地 域 主 体 の 政 策 を 実 行 で き た と し て も 成 果 を 出 せ な い と 国 か ら 改 善 策 を 検
討 ・ 実 施 す る 旨 の 勧 告 が く る
12
。 こ れ で は 国 主 導 の 地 域 づ く り に 再 び 戻 っ て し ま
う の で は な い か。 そ も そ も 目 に 見 え る 成 果 が す ぐ に 得 ら れ る 短 期 的 な 視 点 で 決 め
7　  国土交通省 ,2014
8　  情報支援の矢、人材支援の矢、財政支援の矢
9　  国土交通省国土政策局総合計画課 :2015:5
10　ある経済主体の効用または生産技術が他の経済主体の行動により市場を通さないで直接的に  





ら れ た 政 策 で、 自 治 体 消 滅 の 危 機 に 抗 っ て 人 口 を 維 持 し て い け る の だ ろ う か。 何
よ り 財 政 面 の 支 援 に 頼 り 切 っ た 地 域 が 多 数 出 現 し た 場 合、 我 が 国 の 財 政 破 綻 を 招
い て し ま う の で は な い か。
　 こ の よ う な 状 況 に お い て も 優 位 に あ る 集 積 地 の メ リ ッ ト を 妥 当 に す れ ば、 平 等
な 競 争 環 境 が 整 い、 各 地 域 は 競 争 に 勝 つ た め に 差 別 化 を 図 っ て 自 由 に 魅 力 を 開 発
す る と 考 え ら れ る。 結 果 的 に 現 在 の 日 本 が 目 指 す 姿 で も あ る、” 各 地 域 が 主 体 性
を 持 っ て 個 性 を 発 揮 す る 状 態 ” に 近 づ く と 推 測 で き る。
4. 国内地域間競争の必要性
　 地 域 間 の 競 争 を 生 む も の と し て、「ヤ ー ド ス テ ィ ッ ク 競 争」「足 に よ る 投 票」 の
2 つ の 方 法 が よ く 挙 げ ら れ る た め、 両 者 を 現 状 打 開 策 と し て 比 較 す る
13
。
　「ヤ ー ド ス テ ィ ッ ク 競 争」 は、 投 票 者 が 近 隣 自 治 体 の 政 策 と 自 ら の 住 む 自 治 体
の 政 策 を 比 較 し た 後、 そ れ が 良 い か 否 か 判 断 し、 次 の 選 挙 で 為 政 者 へ の 評 価 を 下





の 地 域 の 住 民 の 投 票 が 為 政 者 の イ ン セ ン テ ィ ブ と な る こ と か ら、 大 多 数 が 認 め て
く れ る こ と を 狙 っ た 無 難 な 政 策 が 残 っ て い く。
　 一 方 「足 に よ る 投 票」 は、 私 的 財 の 完 全 競 争 市 場 が パ レ ー ト 最 適 な 資 源 配 分 を
実 現 す る こ と に 着 目 し て お り、 そ の 原 理 を 非 排 除 性 と 非 競 合 性 が 部 分 的 に し か 適
用 さ れ な い 性 質 を 持 つ 地 方 公 共 財 に も 当 て は め、 擬 似 的 な 市 場 メ カ ニ ズ ム を 考 え




。 理 論 の 下 で は 住 民 が 負 担 無 く 居 住 地 を 選 択 で き る た め、 政 府 の
行 動 を 効 率 化 し、 コ ミ ュ ニ テ ィ ー の 多 様 化 を も た ら す と の 意 見 が あ る
18
。 皆 が 同
じ 選 好 を 持 つ 訳 で は な い と 考 え れ ば、 多 少 偏 っ た 政 策 で も ど こ か に 需 要 が あ る は
ず な の で あ る。 こ れ ら を 踏 ま え、日 本 の 理 想 で も あ る 個 性 的 な 地 域 を 創 り 出 す「足
に よ る 投 票」 が こ こ で は 優 位 と 考 え ら れ る。
5. 国内地域間競争を妨げる要因
　 テ ィ ブ ー は 以 下 7 つ の 前 提 条 件 の も と で 「足 に よ る 投 票」 が 機 能 す る と 主 張 し
13　地方財政のあり方等に関する研究会編 ,2007
14　東裕三・西垣泰幸 ,2014
15　財 務 総 合 政 策 研 究 所
16　C.Tiebout,1956, p416-424





I   : 住 民 （consumer-voter） の 移 動 は 完 全 に 自 由 で あ り、 住 民 は 自 己 の 選 好 を 最 も 満 足 さ せ る 地 域 に
      移 動 す る。
Ⅱ : 住 民 は 地 域 ご と の 歳 入 ・ 歳 出 の パ タ ー ン に つ い て 完 全 な 情 報 を 持 ち、 そ れ に 応 じ て 行 動 す る。
Ⅲ : 住 民 が 選 択 で き る 地 域 の 数 が 多 数 存 在 す る。
Ⅳ : 雇 用 機 会 に も と づ く 居 住 場 所 の 制 約 は な い。
Ⅴ : 各 地 域 に お い て 供 給 さ れ る 公 共 サ ー ビ ス は 他 の 地 域 に 外 部 経 済 ・ 不 経 済 を も た ら さ な い。
Ⅵ : 各 地 域、 供 給 す る 地 域 サ ー ビ ス の 一 人 当 た り の 平 均 供 給 費 用 が 最 小 と な る 人 口 数 が 存 在 す る と
       い う 意 味 で、 最 適 な 地 域 規 模 が 存 在 す る。
Ⅶ : 最 適 規 模 を 下 回 る 地 域 の 政 府 は 人 口 増 加 に 努 め、 最 適 規 模 を 上 回 る 地 域 の 政 府 は 人 口 減 少 に 努
       め る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（御 船 :1978、 テ ィ ブ ー :1956 1 を 参 考 に 和 訳）
こ れ ら を 日 本 の 現 況 と 照 ら し 合 わ せ て い く。
　 Ⅰ : 交 通 費 等 の 移 動 費 を 支 払 う 経 済 力 を 持 た な い 住 民 に は 費 用 の 制 約 が あ り、
　 　 　“ 完 全 に 自 由 ” な 移 動 は で き て い な い。
　 Ⅱ : 国 ・ 各 地 方 公 共 団 体 ・ 住 民 の 努 力 次 第 で 容 易 に 実 現 で き る
19
。
　 Ⅲ : 住 め る 地 域 は 人 間 の 寿 命 に よ り 限 ら れ て く る た め、 次 の 仮 定 で “ 多 数 ” を





　 　 　 世 界 銀 行 に よ る と 2015 年 時 点 で 日 本 の 平 均 寿 命 は 84 歳 で、 成 人 後 か ら
　 　 　 自 分 の 選 好 で 地 域 間 移 動 を す る と 仮 定 し た 場 合、 地 域 間 を 移 動 で き る の は
　 　 　64 年 間 で あ る
22
。 地 域 間 移 動 が 可 能 な 日 数 は 365 日 × 64 年 =23660 日 で あ
　 　 　 り、居 住 可 能 な 全 自 治 体 に 居 住 す る と し た 場 合、1 地 域 に 平 均 し て （23660
　 　 　 日 ÷ 1718 地 域 =）13.77182… 日 間 居 住 す る こ と が 可 能 で あ る。 訪 問 者 で
　 　 　 は な く 居 住 者 と し て の 公 共 サ ー ビ ス の 恩 恵 を 受 け る 場 合、 体 感 で も 14 日
　 　 　 以 上 必 要 で あ る。 こ れ ら を 踏 ま え る と、1,718 の 地 域 数 は 日 本 国 民 に と っ
　 　 　 て 無 限 に 等 し い。
　 Ⅳ : 日 本 の 職 探 し の 現 状 を 踏 ま え、” 雇 用 ” は 各 々 に と っ て “ 望 ま し い 雇 用 ” と
　 　 　 す る。 オ フ ィ ス 近 く に 住 み た い 人 が い る 現 在、 雇 用 に よ る 居 住 場 所 の 制 約
　 　 　 は 存 在 す る と 考 え て 良 い。
　 Ⅴ : 地 方 公 共 財 と な っ て い る 幹 線 道 路 や 公 園、 ゴ ミ 処 理 等 は 現 に 外 部 効 果 を も
　 　 　 た ら し て お り、 社 会 問 題 と し て 取 り 上 げ ら れ て い る。
19　『新地方公会計制度研究会報告書』（総務省 :2006）にて地方公共団体の財務情報の開示を推進
　　 する旨が報告されている。
20　平成 26 年 4 月時点で市 790・町 745・村 183
21　総務省 HP「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴」
22　THE WORLDBANK,” Life expectancy at birth, total (years) ”
東京女子大学　経済研究　第 7号　
54
　 Ⅵ : 金 本 良 嗣 ・ 齋 藤 裕 志 （1998）
23
、 金 本 （2006）
24
の 論 文 に て ヘ ン リ ー ・ ジ ョ ー
　 　 　 ジ 定 理 を 用 い て 最 適 な 地 域 規 模 が 検 証 さ れ て お り、 東 京 が 過 大 で あ る と い
　 　 　 う こ と が 示 唆 さ れ て い る
25
。
　 Ⅶ : 集 積 地 か ら の 地 域 分 散 施 策 や 人 口 規 模 を 増 や す た め の コ ン パ ク ト シ テ ィ 形
　 　 　 成 推 進 施 策 を 打 ち 出 し て お り、 地 方 公 共 団 体 は 人 口 を 最 適 規 模 に 近 づ け る
　 　 　 動 き を せ ざ る を 得 な い。
6. 国内地域間競争の土壌を構築する政策提案
　 前 章 で 不 完 全 だ っ た Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ 前 提 条 件 を 満 た す た め の 政 策 提 案 を 行 う。
(1) 完全移動性の実現 （Ⅰ , Ⅳ）
　 国 民 の 移 動 に よ る 費 用 が 便 益 よ り 上 回 っ た 差 額 分、 ま た、 企 業 が 立 地 場 所 の 制
約 を 無 く す た め の 費 用 が 便 益 を 上 回 っ た 差 額 分、 を 国 が 補 助 す る。 後 々 補 助 金 額
の 不 公 平 さ が 問 題 と し て 浮 上 す る 事 を 想 定 す る と、 所 得 と 扶 養 人 数、 企 業 の 収 益
等 様 々 な 評 価 項 目 を 設 け、 国 民 ・ 企 業 を 細 か く 分 類 し、 補 助 金 額 を 設 定 す る 必 要
が あ る。 そ の 際、 こ の 補 助 金 が 別 の 目 的 で 使 用 さ れ る 可 能 性 も あ る た め、 証 明 書
等 で 厳 密 に 対 応 す べ き で あ る。 こ れ ら に 加 え 長 期 的 に み た 企 業 の 費 用 ・ 便 益 を 推
定 す る こ と も 必 要 で あ る。
(2) 情報公開の義務付けと支援 （Ⅱ）
　 Ⅱ は、 国 民 の 選 好 が そ の ま ま 移 動 に 反 映 さ れ る 環 境 を 整 え る、 と 解 釈 す る こ と
も で き る。 そ れ に は 財 務 諸 表 作 成 を 義 務 付 け る 等、 強 力 で 詳 細 な 取 り 決 め や、 公
平 な 立 場 の 第 3 者 が 地 方 の 財 務・政 策 等 に 関 す る 情 報 誌 を 作 成 す る 等 し、 各 地 域
の 情 報 が 国 民 の 目 に 公 平 に 触 れ る 機 会 が 必 要 で あ る。
(3) 外部性の内部化 （Ⅴ , Ⅵ）
　 Ⅴ は、 社 会 的 費 用 の 負 担 を も っ て 解 決 で き る と 考 え る。 純 粋 公 共 財 の 性 質 の 1
つ “ 非 排 除 性 ” が あ る 限 り 利 用 者 を 厳 密 に 選 別 す る の は 難 し い。 マ イ ナ ン バ ー 等
を 活 用 す る こ と で、 住 民 の み 利 用 可 能 な 現 在 の 図 書 館 の よ う な 仕 組 み を、 徹 底 し
て 財 ・ サ ー ビ ス 全 て に 当 て は め て い け ば 利 用 者 の 選 別 は 容 易 に な る。
　 対 応 し き れ な い 点 に 関 し て は ピ グ ー 税 と ピ グ ー 補 助 金 で 対 応 で き る と 考 え る
26
。
23　金本良嗣・齋藤裕志 ,1998, 9-17 頁
24　金本良嗣 ,2006




た だ し、 利 用 可 能 性 の あ る 近 隣 地 域 に も 対 価 を 求 め る 場 合、 地 区 ・ 人 の 属 性 ご と
に 傾 斜 を か け る べ き で あ る。 こ れ に は 近 隣 地 域 と の 連 携 が 必 須、 か つ、 利 害 関 係
の な い 第 3 者 が 傾 斜 を 決 め る 際 の 判 断 基 準 の 設 定 や 連 携 体 制 の 維 持 を 担 う 必 要 が
あ る。
　 Ⅵ に 対 し て は、「地 方 公 共 財 の 総 供 給 費 用」=「混 雑 税 収」+「地 域 内 の 地 代 の 総 和」
と な る 時 に コ ミ ュ ニ テ ィ ー の 住 民 数（規 模）が 最 適 に な る と い う ヘ ン リ ー・ジ ョ ー
ジ 定 理 の 考 え を 当 て は め る
27
。 つ ま り 混 雑 税 と 地 代 の 調 整 を す れ ば 最 適 な 地 域 規
模 が 実 現 す る。 シ ャ ド ー プ ラ イ ス と 地 価 を 正 確 に 測 定 で き る と い う 前 提 の も と で
は 機 械 的 な 作 業 で 負 担 も 少 な く、 ま た、 ピ グ ー 税 で あ る 混 雑 税 が 絡 む た め、 上 記
Ⅴ の 対 応 策 と ま と め て 第 3 者 が 金 額 設 定 を 担 う の が 良 い と 考 え ら れ る。
7. 結論ー展望と課題ー
　 足 に よ る 投 票 を 導 入 す る こ と に よ り、 日 本 が 目 指 す ” 個 性 あ る 地 域 が 広 が る 国




　 し か し 前 章 の 通 り、 足 に よ る 投 票 の 前 提 条 件 を 満 た す に は、 正 と 負 の 適 切 な 社
会 的 費 用 負 担 が 欠 か せ な い。 社 会 的 費 用 算 出 シ ス テ ム 導 入 後 に は 複 数 回 国 民 の 分
類 を 繰 り 返 し、 修 正 す る 事 で 適 切 な 額 を 見 出 さ な け れ ば な ら な い だ ろ う。 効 果 が
出 る ま で の 長 期 間、 国 民 の 理 解 を 得 る 必 要 が あ る。 ま た、 目 に 見 え な い 効 用 や 心
理 的 負 担 を も 金 額 に 変 換 す る た め、 高 度 な 研 究 機 関 を 作 る 必 要 が あ る。
　 現 在 東 京 で は 過 度 な 集 積 が 起 こ っ て お り、 い く ら 外 部 性 を 内 部 化 し た と し て も
東 京 へ の 移 動 を 選 好 す る 人 は 多 い と 推 測 で き る。 ま た、 今 回 の 分 析 で は “ 慣 れ ”
や “ 愛 着 ” は 考 慮 で き て い な い こ と が 不 安 要 素 で も あ る。 外 国 （ア メ リ カ、 ド イ
ツ 等） の 例 を 見 る と、首 都 が 小 都 市 に あ る 場 合 は 1 都 市 だ け が 大 き く な る 傾 向 は
小 さ い た め、 東 京 の 地 域 規 模 が 過 大 な ま ま で あ っ た 場 合 は 地 域 間 競 争 に 加 え、 小






　　同値であるとしている。（金本・藤原 : 上掲 350 頁）
28　競争環境下において、“ 地域 ” は私的財と解釈。
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